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平成２８年度第１回 新居浜市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

 

１ 日 時 平成２８年１０月３日（月） １３：３０～１４：３０ 

 

２ 場 所 新居浜市役所３階 応接会議室 

 

３ 出席者（委員） 

被保険者代表         安藤 秀夫  藤本 幸恵  明石 千鶴子   三木 由香里 

保険医又は保険薬剤師代表 知元 正行  山内 保生  村上 宏之  北村 好隆 

公益代表 真木 増次郎 岩本 和強  伊藤 謙司  頼木 煕子 

被用者保険等保険者代表 井原 織江  山内 智弘 

事務局（市） 岡部福祉部長  井上国保課長  飯尾主幹            

藤縄副課長   佐薙係長  岡田係長  飯尾係長 

               

４ 欠席者  

 なし     

 

５ 傍聴人  

０名 

 

６ 議題 

（１）国民健康保険運営協議会 会長・副会長の選任について 

（２）平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算について 

（３）その他 

国民健康保険の制度改革（県単位化）について
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井上課長 

 

 

定刻より若干早いのですが、委員の皆様がそろいましたので、ただ今から平成２８

年度 第１回新居浜市国民健康保険運営協議会を開会いたします。私は国保課主幹の飯

尾と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日ご参加いただきました委員の皆様には、平成２８年度より新たに２年間の任期

で、新居浜市国民健康保険運営協議会委員をお願いすることとなりましたので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

（資料チェック） 

 

まず初めに、会議の定足数についてご報告いたします。本協議会の定数は１４名で

ありますが、新居浜市国民健康保険条例施行規則第６条に規定されておりますとおり

「全委員の２分の１以上かつ、各代表委員１名以上の出席」の条件を満たしており本

会議が成立していることをご報告いたします。 

それでは、今回が初めての運営協議会ということになりますので簡単に自己紹介を 

お願いいたします。真木委員さんより、お願いいたします。 

（自己紹介） 

 

ありがとうございました。 

続いて、事務局も自己紹介させていただきます。福祉部長からお願いします。 

 (事務局 自己紹介) 

 

それでは、開会に当たりまして、岡部福祉部長より、一言ご挨拶を申し上げます。 

（福祉部長挨拶） 

 

次に、国民健康保険運営協議会について国民健康保険の概要の４ページをもとに、

簡単に説明させていただきます。新居浜市国民健康保険運営協議会につきましては、

国民健康保険法、新居浜市国民健康保険条例及び新居浜市国民健康保険条例施行規則

に基づき設置されており、被保険者を代表する委員４名、保険医又は保険薬剤師を代

表する委員４名、公益を代表する委員４名、被用者保険等保険者を代表する委員２名、

合わせて１４名から構成されております。 

運営協議会は、国民健康保険事業運営に関する重要事項を審議するために設置され

ており、市長の諮問への答申、また、必要があるときは、市長に建議することができ

ることとなっております。 

それでは、これより議事に入りますが、現在任期満了に伴い、会長・副会長が不在

となっておりますので、会長・副会長が選出されるまでの間、井上国保課長が進行を

させていただきます。 

会長・副会長が決まるまでの間、議事進行をさせていただきます。 

 議事に先立ちまして、議事録署名人の決定を行います。今回は、被保険者代表の三

木委員さんと、保険医又は保険薬剤師を代表の山内委員さんにお願いいたします。 
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真木会長 

 

 

井上課長 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、これより第１号議案「運営協議会会長・副会長の選任について」を議題

といたします。事務局より説明を求めます。 

 

会長・副会長の選任につきましては、新居浜市国民健康保険条例施行規則第３条第

２項に基づき、公益を代表する委員のうちから、全委員によって選ぶことになってお

ります。なお、同規則第４条で「会長及び副会長の任期は１年とする。ただし再任は

妨げない。」となっております。 

大変恐縮ですが、事前に公益を代表する委員の方に協議をいただき、会長に真木委

員、副会長に頼木委員の推薦をいただいております。 

 

それでは、ここで、皆様にお諮りいたします。 

ただいま、推薦されております会長の選任につきまして賛成の方の挙手を求めま

す。   

（挙手全員） 

続きまして、副会長の選任につきまして、賛成の方の挙手を求めます。   

（挙手全員） 

出席委員の賛成多数によりまして、会長及び副会長が選任されました。 

 

真木委員 頼木委員、会長・副会長席への移動をお願いいたします。 

それでは、真木会長に代表してご挨拶をお願いいたします。 

 (会長挨拶) 

 

ありがとうございました。 

続きまして、これから議事に入りますが、国民健康保険条例施行規則第５条の規定

によりまして、会長が議事の進行を行うこととなっておりますので、真木会長さんに、

これからの議事の進行をお願いいたします。 

 

それでは、第２号議案「平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算について」を

議題といたします。事務局より説明を求めます。 

 

第２号議案、平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算について、ご説明申し上

げます。 

お手元に配布させていただいております資料の「歳入歳出決算」をご覧ください。

左側が歳出、右側が歳入となっています。 

国民健康保険の特別会計は、左側の歳出で「医療費の伸びなどを勘案し、どのくら

いの費用がかかるのか」という予測をして、右側の歳入で、「国、県、市などからの

財源収入を見積もり、残りを被保険者の保険料で賄う」という仕組みとなっています。 

まず、歳出について、主なものをご説明申し上げます。 
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総務費は、主に人件費ですが、予算現額と比べて、１,３０６万８４０円減の２億２，

００７万１,１６０円となりました。これは、人事異動等による職員給与の減少、人事

院勧告に準拠した給料表の改正などによるものでございます 

続きまして、歳出の中で最も大きなウエートを占めております保険給付費でござい

ます。その中の療養給付費は、被保険者の診療、薬剤、入院などの費用ですが、一般

被保険者分は、予算現額と比べて、２，８９５万８,３２５円増の７９億９，４９５万

８,３２５円となりました。 

続きまして、療養費は、治療用装具代、柔道整復師の施術等について支給するもの

ですが、一般被保険者分は、予算現額と比べて、１，２８２万６,２３９円減の５，３

１７万３，７６１円となりました。 

続きまして、高額療養費は、同じ月内の医療費が高額になり自己負担額を超えた場

合に、申請により限度額を超えた分を支給するものでございますが、一般被保険者分

は、予算現額と比べて、１８４万４,９６３円増の１１億７，５０４万９，９６３円と

なりました。また、出産育児一時金は４４７２万７５円、葬祭費は３８８万円となっ

ております。 

保険給付費全体では、歳出全体の約６３．１％を占め、支出額の合計では、予算現

額と比べて５，５２５万５，３９５円減の９８億２３０万１，６０５円の支出となっ

ています。 

次に、老人保健拠出金でございます。既に平成２０年４月に老人保健医療制度は廃

止となっておりますが、遅延して提出された過年度分のレセプト請求に対応するもの

でございますが、医療費拠出金の算定は無く、事務処理に対する費用のみの決定でご

ざいまして、拠出金は６万２，３８５円となりました。 

次に、後期高齢者支援金は、各医療保険者から後期高齢者医療制度にかかる支援金

として社会保険診療報酬支払基金へ納付するものでございますが、拠出金は１５億３，

５２２万９，２５６円となりました。 

次に、前期高齢者納付金等は、６５歳から７４歳までの前期高齢者の加入割合に応

じて、負担の不均衡を各保険者間で財政調整を行うため、納付するものでございます

が、納付額は１０５万６，２３７円となりました。 

次に、介護納付金は、介護保険制度に要する費用の財源とするために、各医療保険

者が拠出するもので、４０歳から６４歳の介護第２号被保険者の介護保険料です。納

付額は５億２，０９６万９，２１９円となりました。 

次に、共同事業拠出金のうち高額医療費拠出金は、１件８０万円以上の高額医療費

の支出について、国保財政への急激な影響を緩和するため国、県の支援のもと、県内

の保険者が国保連合会に再保険として拠出するものです。 

次に、共同安定化拠出金は、県内市町国保間の保険料の標準化や財政の安定化を図

るため、各国保からの拠出金を財源として、県内市町国保で負担を共有するものです。 

共同事業全体の拠出金は、予算現額と比べて、５，６７１万７，０６７円減の３１億

４，０９０万１，９３３円で、歳出全体の約２０．２パーセントを占めています。 
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次に、保健事業費は、国保が行う保健事業で、特定健康診査等事業費につきまして

は、各保険者に義務付けられた生活習慣病対策のための特定健診・特定保健指導の事

業費です。保健衛生普及費につきましては、主に脳ドックの委託料です。また、諸費

は、はり・きゅうの施術に対する負担です。 

保健事業費全体では、予算現額と比べて、１，５４９万３，３６７円減の９，９６９

万６，６３３円となりました。 

次に、基金積立金につきましては、国民健康保険財政調整基金の利息２６万９，６

４５円を積み立てました。 

次に、公債費につきましては、平成２２年度に国保財政が逼迫した際に、愛媛県広

域化等支援基金より２億５，０００万円の借り入れを行い、平成２４年度から平成２

８年度まで５０００万円ずつ返済するものです。 

 次に、諸支出金につきましては、過年度の保険料の還付として２９８万９，１４０

円。国庫支出金・県支出金等の平成２６年度分の実績による精算金等として１億５，

００４万１７６円を返還しており、合計では予算現額と比べて、２６０万１，１３４

円減の１億５，３０６万２，８６６円となっております。 

以上、歳出決算の総額は、予算現額１５６億６，６８８万２千円に対しまして、１

５５億２，３６２万９３９円となっています。 

続きまして、歳入でございます。 

まず、保険料につきましては、一般被保険者医療分の現年度収入としまして、予算

現額と比べて、３，１４８万８，０２９円減の１４億３，１０３万９７１円となりま

した。 

保険料の合計では、一般・退職の現年度分・滞納繰越分を合わせ、予算現額に対して、

５，２９８万４，６１２円減の２１億３，４９５万６，３８８円となっており、歳入

全体に占める割合としましては、約１３．８パーセントとなっています。 

次に、国庫支出金欄の療養給付費等負担金でございますが、保険者が負担する歳出

の療養給付費や高額療養費等の保険給付費、後期高齢者支援金や介護納付金に対する

国の負担金となっており、予算現額と比べて、３，５０２万７，８２６円増の２１億

２，２６９万２，８２６円となっています。 

同様に、特定健康診査等負担金は、保険者が実施する特定健康診査等に対する国の負

担分、また高額医療費共同事業につきましては、歳出の高額医療費共同事業拠出金に

対する国の負担分となっております。 

次に、国庫補助金のうち、普通調整交付金につきましては、市町村間における財政

の不均衡を調整するために交付されるものです。特別調整交付金につきましては、画

一的な測定基準では対処し得ない特別の事情に対して交付されるものです。 

以上、国庫支出金の合計では、予算現額と比べて、２，８６５万６，０８０円増の

３２億７，４０１万８，０８０円となっており、歳入の約２１．１パーセントを占め

ています。 

次に、前期高齢者交付金は、６５歳から７４歳までの前期高齢者の医療費の負担を、
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国民健康保険及び被用者保険等の全ての保険者間で公平に負担する制度で、前期高齢

者加入率が全国平均を上回る分だけ社会保険診療報酬支払基金から交付金が交付され

るものでございます。予算現額と比べて、３，５９２万５，４０７円減の４０億９，

９６０万８，５９３円となっており、歳入の約２６．４パーセントを占めています。 

次に、療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度に要する費用の一部に

ついて、社会保険診療報酬支払基金から交付されるものでございまして、その算定に

あたっては、国民健康保険退職被保険者数と歳出の保険給付費等の退職者分が基礎と

なっております。予算現額と比べて、１，２１４万８，９４１円減の５億８，１７０

万７，０５９円となっております。 

次に、県支出金のうち、高額医療費共同事業負担金につきましては、６，３７０万

６，２５４円、特定健康診査等負担金につきましては、１，０９５万５千円となりま

した。 

次に、都道府県財政調整交付金につきましては、市町村の国保財政の安定化におけ

る都道府県の役割・権限の強化を図るために平成１７年度から設けられた財政調整交

付金ですが、予算現額と比べて１，７４９万４，６２８円増の５億６５８万１，６２

８円となっております。 

以上、県支出金の合計額は、予算現額と比べて、１，５７５万９，８８２円増の５

億８，１２４万２，８８２円となっています。 

次に、高額医療費共同事業交付金につきましては、国保連合会が、県内各保険者か

らの拠出金で実施しております高額医療費における交付金です。 

また、保険財政共同安定化事業交付金につきましては、県内市町の保険料の平準化や

財政の安定化を図るために、国保連合会が、県内すべての市町国保の拠出により共同

事業を実施するものです。 

共同事業の交付金の合計額は、予算現額と比べて、５，６４０万９，６６４円増の３

２億５，４０２万３，６６４円となっています。 

次に、その他一般会計繰入金は、一般会計からの繰入金及び重度心身障がい者や未

就学児・母子等の医療費無料化などの地方単独事業の実施に伴う国の負担金の減額相

当分の合計３億１，４３４万４，９８９円となりました。 

一般会計繰入金の合計では、予算現額と比べて、２，５２３万２，８７６円減の 

１３億５，９８９万４，１２４円となっています。 

次に、基金繰入金につきましては、歳出に対して不足する歳入を補うため国民健康

保険財政調整基金を取り崩して歳入とするもので、１億９，１６１万６，１８９円を

取崩しました。これにより平成２７年度末の基金残高は、５億６，０８１万７，２３

１円となりました。 

次に、使用料及び手数料は、保険料の督促手数料で、７８万７，２５０円の収入と

なっています。 

次に、諸収入の第三者納付金につきましては、被保険者が交通事故などにより治療

を受けた場合、その費用を加害者から、責任割合に応じ損害賠償金として受け入れる
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もので、一般・退職あわせて３，５６１万７，６４６円の収入となりました。 

 次に、不当返納金につきましては、被保険者が国保資格喪失後に国保を使用した場

合に国保診療に係る返納金や、医療機関による療養費の不正請求等の返納金を受け入

れるもので、一般・退職あわせて３９７万５，５８５円の収入となりました。 

諸収入の合計では、予算現額と比べて、２，０８９万７，０６５円増の４，５４９万

７，０６５円となっています。 

以上、歳入決算の総額は、予算現額１５６億６，６８８万２千円に対しまして、１

５５億２，３６２万９３９円でございました。 

最終的に歳入・歳出につきましては、国民健康保険財政調整基金を取り崩して歳入

不足分を補ったことから、差引０円となっておりまして、平成２８年度への繰越金は

ございません。 

なお、先ほどご説明いたしましたように、平成２７年度の基金取り崩しにより、現

時点での財政調整基金残高は、５億６，０８１万７，２３１円となっております。 

また、財政調整基金につきましては、平成２８年度当初予算において、４億１，８

８８万９千円の取り崩しを見込んでおり、現時点での基金残高は、約１億４，１９２

万円となっております 

 以上で、平成２７年度の歳入・歳出決算についての説明を終わります。 

 

質疑はありませんか。 

 

 医療費を減らすためには、特定健診の受診率の向上が、重要だと思いますが、決算

書を見ると、特定健診を受けられる方が、減少しているように見受けられますが、ど

のような状況でしょうか。 

 

特定健診につきましては、平成２７年度の受診率がまだ出ておりませんが、平成２

６年度の受診率が２８．２％で、平成２７年度についても、同じぐらいの率になるこ

とが、見込まれています。 

受診率３０％を目標値として、予算を計上をしていたのですが、見込んでいたより

も、伸びなかったために、予算残額が生じたという結果になっております。 

 

現年度分の保険料収納率についてですが、平成２０年度から平成２６年度について

は、減少傾向にありましたが、平成２７年については９５％と向上しており、国保課

が、適正に業務に取り組んでいただいた成果だと思います。 

また、収納対策についてですが、滞納が発生した時点等、適正な時期に対応して、

収納率の向上に努めていただきたいと思います。 

負担の公平性の面からも、保険料支払力があるのに滞納している人の徴収について

は、今後も継続して取り組んでいただきたいと思います。 

収入額等によって、国保に加入するか社会保険に加入するかを選択することができ
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井上課長 

 

 

 

 

 

 

 

岩本委員 

 

真木会長 

 

 

井原委員 

 

 

 

 

 

真木会長 

 

課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井原委員 

 

 

真木会長 

 

山内委員 

るのですか？ 

国民健康保険は、社会保険に加入していない方や加入できない方が入る最後の受け

皿ということになります。通常、お勤めしている期間は社会保険に加入し、退職時に、

今まで入られていた社会保険を継続するか、国民健康保険に入るかを、本人の判断で

選択されます。支払う保険料金の高低で判断されているようです。 

一般的には、退職後２年間は社会保険を継続して、その後、保険料が安くなる国民

健康保険に加入されているようです。あくまで、社会保険が優先で、社会保険に加入

できない方が加入する制度になっています。 

 

よくわかりました。 

 

私も、２年間継続したので、どちらが有利かというのは考えると思います。 

その他に、質疑はございませんでしょうか。 

 

「その他一般会計繰入金」についてですが、かなり高額ですが、市民の税金から、

国保特別会計が、いただくお金です。働いている方からみると、税金で国保を支え、

自分の社会保険料も負担し、二重の負担構造になっているかと思いますので、医療費

がかなり伸びて、基金がかなり底をついているようですが、できるだけ一般会計繰入

金を抑えながら、事業運営をしていただくことを要望します。 

 

答弁願います。 

 

一般会計繰入金についてですが、「保険基盤安定繰入金」から「政安定化支援事業

繰入金」のところまでは、法律で決まっている繰入金です。 

「その他一般会計繰入金」は、地方公共団体の判断により繰り入れている部分です。

約 3 億 1 千万円ですが、繰り入れる理由としては、加入者に低所得者が多く、不安定

な財政を安定化させるため、また、市の政策として無料化している重度心身障がい者

や乳幼児・母子等の医療費について、国庫補助が減額されている部分に市の財源を充

てていること等が繰り入れの理由です。国保財源については、保険料で賄わなければ

ならないという部分もありますが、低所得者が多いという国保の特性もご理解いただ

きたいと思います。 

 

社会保障の仕組みとしては承知しておりますが、二重に納付している方がいること

を、周知いただければと思います。 

 

その他、ありませんか。 

 

２点ございまして、１点目は保険給付費の伸びのうち、調剤・薬剤費の状況につい
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真木会長 

 

井上課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真木会長 

 

井上課長 

 

真木会長 

 

 

 

井上課長 

 

 

 

真木会長 

 

て、２点目は、第三者納付金と不当返納金が、予算よりも、第三者納付金が約２倍、

不当返納金が約８倍になっているのですが、これは何か特別に取り組みをされたので

しょうか。 

 

その２点に関して答弁願います。 

 

最初に、第三者納付金についてですが、交通事故に対応するもので、大半を国民健

康保険連合会に委託して対応しています。平成２７年度に特別な対応をして伸びたと

いうわけではなく、交通事故件数や事故の状況によって変動する部分があります。 

調剤費の伸びについてですが、平成２７年度は、高額な新薬（Ｃ型肝炎治療薬）に

よって、調剤費が伸びたと思われます。平成２７年５月から平成２８年７月の診療状

況では、ソバルデイは２０名の方に使用されており、約９，８００万円でした。ハー

ボニーは２４名の方への使用で約１億２，４００万円、合わせて４４名の方に使用し

た調剤費が、約２億２，２００万円という状況でした。 

 また、自己負担額が高額な場合は、高額療養制度を利用されるので、高額療養費の

増加にも繋がります。平成２８年４月以降は、薬価が、約３１.６％引き下げられると

いうことですが、調剤費への影響は続くと思います。そして、平成２７年１２月から

新たながん治療薬のオプジーボが承認されており、平成２８年の３月から平成２８年

７月診療分の調剤費の状況を見ると、３名の方に使用して約２，３００万円かかって

おり、医療の高度化による医療費の増高があったことが見受けられます。調剤費用額

を平成２６年度と平成２７年度で比較すると、平成２６年度が１７億３５６５万円、

平成２７年度が１８億６６７９万円で、１億３，１１４万円増加し、伸び率７．６％

で、調剤費の伸びによる影響もあると考えられます。 

 

平成２８年度に、新薬の薬価が引き下げられたということですね。 

 

そうです。新薬については、そうなっています。 

 

薬価単価の引き下げによって、Ｃ型肝炎治療薬の費用額が、平成２８年は減少する

のでしょうか。患者さんが増えて、高額な状態が続くのでしょうか。使用期間は、３

か月間でしたね。 

 

そうですね。C 型肝炎につきましては、９０日間ということです。 

新規患者が発生しなければ、どんどん減るのですが、新規患者もいるという状態に

なっています。 

 

その他、質疑はございますか。 
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岩本委員 

 

 

井上課長 

 

 

 

 

真木会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井上課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連するのですが、人工透析の方の数字はどのようになっているのですか？ 

人工透析患者の推移等について教えていただきたい。 

 

人工透析患者についてですが、平成２７年９月レセプトでは８７名ですが、おおむ

ね毎月９０名前後で推移している状況です。新規人工透析患者の状況は、平成２５年

度が１７名、平成２６年度が２４名、２７年度が１３名で、平成２８年度については、

年度途中ですが９名という状況です。 

 

ありがとうございました。以上で質疑を終わります。 

討論に入ります。討論はありませんか。 

（なし） 

以上で討論を終わります。 

 

それでは、第２号議案「平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算について」は、

原案のとおり承認してよろしいでしょうか。賛成の方の挙手を求めます。 

         （挙手多数） 

挙手多数により、第２号議案につきましては、原案どおり承認することに決しまし

た。次に、「その他」として何かありませんか。 

 

それでは、事務局の方からお手元に配布しております、国民健康保険の制度改革（県

単位化）についての現在の状況について、説明させていただきます。 

平成３０年度に施行されます国民健康保険の制度改革（県単位化）について、説明

します。今年２月に開催した協議会でも説明いたしましたが、新しく委員になられま

した方もいらっしゃいますので、一部重複する部分もありますが、説明させていただ

きます。 

持続可能な医療保険制度を構築するための、国民健康保険法等の一部を改正する法

律が平成２７年５月２７日に成立しました。国民健康保険制度を堅持し持続可能な医

療制度の構築を目的として、その中の一つに国民健康保険の安定化が盛り込まれてい

ます。まず、国保の安定化のために、３，４００億円の財政支援の拡充をすること。

次に、平成３０年度から、県が財政運営の責任主体となり、安定定な財政運営や効率

的な事業の確率等、国保運営の中心的な役割を担うこととされました。平成３０年度

以降の運営としては、都道府県は、県内の市町村と共に国保の運営を担うこととなり、

市町村は、これまでに引き続き、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、

保健事業等を行うこととなっています。都道府県は、財政運営の責任主体となり、市

町村ごとの国保事業の納付金の決定、保険給付に必要な費用の交付、標準保険料率の

提示等を行うこととなっております。また、県は、国保運営方針に基づき、事務の効

率化、標準化、広域化を推進することとなっています。市町村は決定された事業費納

付金の納付、被保険者証等の発行、賦課・徴収では、公表された県の標準保険料率を
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参考にした、保険料率の決定、保険給付の決定等を行うこととなります。また、保健

事業では、県は市町村に対し、助言、支援を行い、市町村は、被保険者の特性に応じ

た保健事業を実施することとなります。 

次に、国保財政の基本的な枠組みについてです。市町村の国保特別会計から国保連

合会、被保険者に支出している保険給付についてですが、この費用については、都道

府県の国保特別会計から、保険給付費等交付金普通給付分ということで、市町村の特

別会計に入ります。また、市町村特別会計から、都道府県特別会計に支払われる事業

納付金ですが、その財源の一つとして、都道府県特別会計からの保険給付費等交付金

特別給付分、保険者努力支援相当分や国の特別調整交付金など、また、市町村の一般

会計からの保険基盤安定繰入金の保険料軽減分、保険者支援分を納付金の支払いにあ

て、それでも残る部分を保険料として、被保険者から集めることとなります。 

次の、国民健康保険給付金等交付金ですが、まず、普通給付分については、保険給

付の実施、その他の国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施を目的としており、保険

給付の支払いに必要な費用が全額都道府県から交付されます。特別給付分は、都道府

県内の市町村の財政状況、その他の事情に応じた財政の調整を目的として、都道府県

から市町村に個別の事情に応じて交付されるものとされ、国の特別調整交付金、都道

府県繰入金２号交付金分、保険者努力支援制度分等となっています。なお、都道府県

繰入金の２号交付金については、地域の特殊な事情に応じた調整として交付されるも

のであり、例えば、保険者の責によらない医療費増、災害等や医療費適正化のための

事業実施などに対する交付金となります。 

次に、国保改革に伴うシステム改修についてですが、まず、国保事業費等納付金算

定標準システムについてですが、このシステムは、都道府県が納付金等を算定するた

め導入するものです。市町村は、納付金算定に必要なデータの作成などを行う必要が

あるため、市町村の自庁システム改修が必要となります。なお、この改修は都道府県

が簡易算定版で納付金等の算定を今年中に行う予定となっているので、それまでに、

改修する必要があります。 

次の、国保情報集約システムについてですが、このシステムは、国保連合会に設置

されるシステムで、県単位での資格取得、喪失の管理や、高額療養費の多数回該当に

かかる該当回数を引き継ぐためのシステムであり、市町村は、平成２９年６月に開始

予定の連携テストまでに、自庁システムを改修して、資格情報、高額該当情報の連携

をはかる必要があります。 

市町村事務処理標準システムについてですが、このシステムは、市町村が行う資格

管理、保険料の賦課・徴収、収納、給付業務を行うためのシステムであり、自庁シス

テムを改修して対応するか、または、国が開発する標準的な事務処理機能を有したシ

ステムを導入するか、また、導入する場合はいつから導入するのか等、今後、決定す

る必要があります。今後の予定として、これらシステム改修等をはじめ、愛媛県、県

内市町及び国保連合会により、運営方針等様々な協議が行われる連携会議に出席し、

円滑な施行に向け協議したいと考えています。以上で説明を終わります。 
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会長 

 

岩本委員 

 

 

井上課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩本委員 

 

 

 

 

 

 

井上課長 

ただいまの説明について質問等ありますか？ 

 

県単位化によって、市の国保窓口業務の負担が減るのかということと、国保料はど

うなるのか、説明をお願いします。 

 

平成３０年度の制度改革で県単位化になっても、国保業務は今までと同じように市

町村が対応しますので、新居浜市においても、保険証の発行、賦課・徴収、保険給付、

保健事業等の窓口業務は今までどおり行いますが、県への納付金関係の事務が新たに

加わってくるので、負担が減ることにはならないと思われます。 

保険料率については、県内各市町が県にデータを送付し、県から標準的な保険料率

が提示されるので、それを基にして新居浜市の保険料率を決めるのですが、設定につ

いては、県の標準的な保険料率で算定した金額の収入を見込むため、収納率等を考慮

して、新居浜市の保険料率を設定することが必要になります。 

また、予算面では、保険給付費は、県が全額負担するという形になるので、今まで

でいくと、インフルエンザの流行や、高額な医療費で財源が不足すると、市の財源で

補填や基金の取り崩しで対応していたのですが、新制度では、とりあえずその年度は

県が負担する仕組みになっているので、その年度の赤字にはならないのですが、翌年

度以降、県が負担した分については、市町の保険料にはね返るということになります。 

市町ごとの標準保険料率が提示されるという点と、保険給付については、当初の見

込みを上回って高額になった場合は、最終的には、県の方で払うので、その年度の赤

字部分については、埋めていただけるが、翌年度の保険料にはね返ってくることにな

ります。 

２番目の市の国保料がどうなるかという点については、県内各市町の医療費の高

低、所得水準等をベースに保険料率が決定されるという流れになっており、医療費が

高い市町については、保険料が高くなる仕組みになっています。 

所得が低い市町は、緩和された保険料になるというような流れになっていますが、

また、そこの設定をどうするかについては、今後、県と県内２０市町が協議していく

ことになっています。 

 

標準保険料率は、県が示すということですが、それ自体が強制というわけではなく、

市町の裁量によって決めることができるようですが、県単位化を実施する目的は何な

のでしょうか。 

国が３，４００億円財政支援してくれることは、わかったのですが、それとほぼ同

額を市町村全体で繰り入れをしているのですよね。県単位化の目的を、教えていただ

きたい。 

 

３，４００億円の財政支援で、一般会計からの繰り入れ３，４００億円が、穴埋め

されるという県の説明ですが、一般会計からの繰り入れは、赤字補填だけではなく、
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井上課長 

 

 

 

 

真木会長 
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保険料を安価に設定しているために繰り入れている部分もあります。 

都道府県化の本来の目的については、医療費水準が高く所得水準が低いこと、小規

模の保険者が多く、そこに高額な医療費が一挙にかかればその市町は財政面で対応で

きなくなること等の国保の課題を改善することを目的としているようです。 

県内の市町が広域化することで、県が、保険給付費に必要な全額を市町に交付する

という仕組みで、小規模な保険者にとっては不安定な国保財政が安定的になるという

ことです。新居浜市の場合、給付費がその年度はとりあえず負担していただけるとい

うメリットはあると思います。 

 

今までは、保険者の話なのですが、被保険者にとってはどのようなものですか。 

 

被保険者の最大の関心ごとは、保険料だと思うのですが、保険料が広域化によって、

上がるか、下がるかについては、今後、県から提示される標準保険料率によって検討

されます。ただ、新居浜市は、県内でも保険料が安く、標準的なものよりも低めに設

定されていることや医療費等の状況によって、影響が出てくるようになります。 

 

以上でよろしいでしょうか 

では、最後に事務局から事務連絡をお願いします。 

 

次回の運営協議会につきましては、先ほど決算についての説明でもありましたよう

に保険給付費の上昇により、国保財政は非常に厳しい状況になっています。このよう

な状況ですので、次回の協議会では、このことについて皆様にご協議いただきたいと

思います。なお、日程については、改めてご連絡をさせていただきますので、よろし

くお願いいたします。 

 

これをもちまして、平成２８年度第１回国民健康保険運営協議会を終了いたしま

す。ありがとうございました。 

  以上のとおり会議の顛末を記録し、相違ないことを証明し、押印します。 

 

    平成２８年１２月９日 

 

       新居浜市国民健康保険被保険者代表委員   三木 由香里  ㊞ 

 

       新居浜市国民健康保険保険医代表委員    山内 保 生  ㊞ 


